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2月6日（水）、白浜の「ホテルシーモア」において、第2回目
の事務局交流会を開催しました。交流会では、新連携構築支援
事業の一環として、株式会社マーケティングダイナミックス研
究所　代表取締役　上野祐子氏による「企業連携による新商
品・新事業開拓ノウハウ」と題した講演会を開催。成功する企
業連携のポイントについて語っていただきました。
つづいて、意見交換会を開催し、各業界から中央会への要望

や現状報告をしていただきました。
意見交換会終了後には懇親会を開催。講演をしていただいた

上野氏も参加され、組合の方々との活発な交流会となりました。
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～決算書から経営改革のヒントを!!（2）～
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経営者のためのパワーアップ

前回は、収益力の改革では、「売上高の増強」と
「原価の低減」により自社の損益構造を変革し、利益
を拡大させる、そのための売上高増強戦略について考
えてきました。
今回は、もう一つの「原価低減」について考えてい

きたいと思います。また、最後に、総合収益力の改革
のもう一つの要素である「運用資産効率化の改革」に
ついて考えていきたいと思います。
《原価の低減》
バブル崩壊後徹底したコスト削減を続け、もうこれ

以上の原価低減は、乾いたタオルを絞るようなもので
不可能に近いといわれる企業も多いと思いますが、ま
だまだ、創意工夫や新しい発想により、原価低減の余
地がたくさんあると思います。例えば、製造業では、

仕入ルートの見直し、材料歩留り改善、不良率の改善、
外注の内製化（またはアウトソーシング）、工程見直
しによる加工工数の削減、自動化・省力化機器導入、
諸経費の削減などについてこれまでと異なる新しい発
想・工夫で考えてみてください。ある企業では、仕入
先を新しく開拓することで大きな仕入原価低減につな
がった例などもあります。あるいは、物流費負担の大
きな企業などでは、本業に経営資源を集中し、物流費
を低減するため仕入から販売に関連する物流部門を一
括して第三者（サードパーティー・ロジスティクス）
に委託する企業なども見られます。詳細な原価低減項
目については、前回の「経営改革体系図」を参照して
ください。

企業の運用資産は、主に預金、売上債権、在庫など
の流動資産と土地、建物、機械装置、投資等などの固
定資産に分かれます。これらの運用資産は、中小企業
の場合、大部分は仕入債務と借入金などの実質的に金
利負担のかかる負債により調達されています。
前回でも説明しましたように、「運用資産の効率化

改革」は、総合収益力改革のための「販売収益力改革」
と車の両輪になります。
したがって、運用資産の効率化戦略は、いかにして

低コストで調達した資金を運用収益の高い資産へ運用
するか、または、いかにして運用効率の低い資産を圧
縮し、調達コストの高い負債を圧縮するかにつきると
思います。ここでは、おもに後者のほうについて決算
書の科目別に見ていくことにします。

運用資産の効率化改革

《預金》
預金は、現在金利水準は異常な低金利であり、運用

という面では特に重要になります。預金残高の適正水
準は、自社の資金繰り面と金融機関の借入金残高の状
況などにより異なり、一概には言えませんが、一般的
な目安となる比率として、預金と借入金の割合を示す
「預貸率」という比率と、自社が実質的に負担してい
る金利がどれくらいかをみる「実質金利」という比率
があります。実質金利は、実際借りている借入金の金
利（表面金利）に対して借入金から預金を控除して算
出した金利を言います。
預金と借入金の割合や表面金利と実質金利の乖離状

況、資金繰り状況、金融機関との取引状況など全体の
バランスから、運用資産としての預金の最適水準を考
えてください。
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座大前ビジネス研究所　所長　

中小企業診断士 大 前 孝 司

講座 ＰＡＲＴⅢ

《売上債権（受取手形＋売掛金）》
売上債権は、営業活動で発生する最も重要な運用債

権で、業種や販売条件で企業により大きく異なる場合
があります。一般に、運用資産の効率性や適正水準を
検討する手法として、「回転期間」と「回転率」があ
ります。回転期間は各運用資産を平均月商で除して、
回転率は年間売上高を各運用資産で除して算出しま
す。例えば、売上債権の回転期間は、月商の何ヶ月分
の債権を持っているか、回収するのに何ヶ月かかるか
など効率性をみる指標です。また、回転率は、売上債
権が年間何回転するかなどこれも効率性を見る指標で

す。今回は、前者の回転期間で見ることにします。
この指標は、自社の決算書を時系列で比較してどの

ようになっているか、また、業界の平均と比べてどう
か検討してください。税理士さんから還元される財務
資料にもあると思いますので是非活用してください。
理由も無くこの回転期間が長くなっている場合など
は、効率性が低下し、借入・金利負担の増大、貸倒リ
スクの増大など発生する恐れがあり、その原因の究明
と対策が必要になります。

《棚卸資産》
棚卸資産もこの回転期間の変化から運用の効率や営

業活動の変化を知ることができます。棚卸資産回転期
間は、手持ちの在庫が何ヶ月分あるか、販売するまで
何ヶ月かかるかなどを見る指標で、これも自社の時系
列の比較や同業種の比較により在庫の適正水準を把握
するようにして下さい。
例えば、棚卸資産の回転期間が理由も無く年々長期

化してきたり、業界水準と大きく乖離してきたりする
と、資金負担が大きくなり、金利負担増大、不良在庫
の発生など在庫コストが増大し、運用資産の効率性が
低下します。在庫切れを起こさない最低在庫水準や再
調達期間、販売状況などから常に適正な在庫水準を維
持できるように心がけて下さい。
《雑勘定》
その他の雑勘定には、未収入金、貸付金、前渡金、

立替金、仮払金などがあり、回収が長期化したり、回
収が困難な場合が多く見られます。長期化したこれら
の雑勘定は、早期に回収等をはかり資産の圧縮を図る
ことが望ましいと考えます。

《固定資産》
固定資産には、建物、機械装置など減価償却により

資金回収をはかる償却資産や土地及び有価証券・貸付
金・出資金等の投融資資産などに分類されます。建物、
機械装置、土地には事業用資産として、事業に大きく
貢献している運用資産と、直接事業に貢献していない
遊休資産や全く貢献していない不稼働資産などがあり
ますが、これらの事業に貢献しない不稼働資産は、不
採算資産として早期に処分して負債の圧縮、運用資産
の健全化を図ることが望ましいと考えます。
また、長期に固定化した貸付金、大幅に下落して回

復の見込みのない会員権や有価証券などの不採算運用
資産を一定額の損失を覚悟して回収や処分を検討し、
採算性の高い資産へ乗り換えるのも一法かと考えま
す。
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施策情報

Step1 経営を変える第一歩を踏み出しましょう。～経営の「見える化」を応援します～

Step2 下請事業者と親事業者の新たな関係を構築します。

Step3 経営を変えるための資金調達をお手伝いします。

Step4 付加価値の源泉である人材の育成をお手伝いするとともに、中小企業を外部
の「チエ」とつなぎます。

Step5 「つながり」の強化により新しい付加価値を生み出す挑戦を支援します。

景気が回復する中でも、
地域・中小企業は厳しい状況におかれています。

中小企業の元気は、日本経済の元気！
経済成長には、中小企業の成長が不可欠です。

中小企業の生産性を向上させるため、
平成21年度までの3年間、集中的に政策を実施します。

中小企業の生産性向上を応援します

中小企業の「成長への道筋」を示し、各段階の取組を応援します！

……………中小企業庁……………
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施策情報

Step1 経営の「見える化」を応援します

Step2 下請事業者と親事業者の新たな関係を構築します

（1）財務の「見える化」をお手伝いします。

インターネットを通じて、簡単に記帳ができ
るようにお手伝いをします。
中小企業のＩＴ化のために39億円の予算を確
保しました。
財務状況など経営の課題を、中小・小規模企
業の皆様が自ら把握できるようになります。
同時に、取引先や金融機関など、対外的な信
用が高まります。
財務会計を「見える化」した企業については、
国民公庫のマル経融資を迅速に受けることが
できるようになります。

（2）経営課題の「見える化」を応援します。

全国300の拠点で、経営の悩みについて、年
間10万件の相談に応じます（52億円の予算を
確保しました）。
資金、商品開発、取引拡大など、企業毎の経営
課題を目に見える形にするお手伝いをします。
500名のコーディネーターが、それぞれの経営課
題に応じて、専門家の派遣や最適な支援制度を
活用しつつ、きめ細かく経営を支援いたします。
まずはご相談下さい！

（3）安心して経営に専念できるよう事業の承継に
際しての問題等を解決します。

（ｉ）事業承継問題を総合的に支援します
中小企業の事業承継をお手伝いして、新しい
世代につなぎます。
事業承継税制を抜本的に拡充します。
自社株式の相続税の特例措置について、現

行の10％減額から大幅に拡充し、80％の納税
猶予を受けられるようになります。
全国100箇所の相談窓口で、事業承継に関す
るあらゆる問題について、弁護士などの専門
家が相談に応じます。

（ｉｉ）企業の立て直しを請け負います
各都道府県の中小企業再生支援協議会では、
これまで13,000件の相談に応じ、2,000件の
再生計画の策定を支援
した経験を生かし、弁
護士などの専門家が、
事業の再生をお手伝い
しています。
事業承継の円滑化や事
業再生の支援を通じて、
地域の雇用を守ります。

（1）下請いじめは許しません。

下請代金法を厳格に運用して、買い叩き等の
違法行為を、厳しく取締ります。

（2）下請事業者と親事業者が共に栄えるような関
係の構築を目指します。

下請事業者と親事業者のあるべき望ましい関
係を示した下請適正取引ガイドラインの普及

啓発を図ることにより、成果を共有できるよ
うな関係の構築を後押しします。
親事業者との取引関係等でお困りの方は、何
でも相談して下さい。
必要な予算を6倍に増やします。下請取引の
「駆け込み寺」を全国規模で整備して、47都
道府県下の下請トラブルの相談・解決などに
努めます。

Step3 経営を変えるための資金調達をお手伝いします

（1）小規模企業向けのマル経融資制度を拡充します。

貸付限度額が、550万円から1,000万円に拡大
されます。
貸付期間も、運転資金は5年に、設備投資資金
は7年に延長されます。
これまで「運転資金」しか借りられなかった
飲食店、理美容、旅館、クリーニング業など
の方は、「設備投資資金」も借りられるように
なります。
小規模企業・個人事業者は、無担保・無保証

人で、国民生活金融公庫から低利の融資を受
けることができます。

（2）様々な資金ニーズに応じます。

手形取引は、15年前の1／8まで減少していま
す。手形割引に代わる手段として、売掛債権
を早期に現金化できるよう、お手伝いします。
低額の保証料で保証の予約ができるようにし
ます。（“雨の日に備え、「傘」を予約”できる
ようにします）
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施策情報

（1）団塊世代の人材を地域・中小企業につなぎます。

技術やノウハウを持っている全国の団塊世代
の大企業人材が、地域・中小企業で活躍して
いただけるようお手伝いします。
年間1万人の人材を中小企業につなぎ、新商品の
開発やブランド戦略、販路の拡大、財務状況の
改善など、中小企業が抱える課題を解決します。

（2）ものづくり中小企業の人材育成を応援します。

地域の中小企業と工業高校や高専をつなぎ、
中小企業のものづくりを支える若手人材の育
成をお手伝いします。
中小企業の技術を学生に伝えるとともに、中
小企業の若手技術者が新しい技術を学ぶ機会
を提供します。

（1）農林水産業と商工業をつなぎます（「農商工連
携」の促進）。

農林水産業と商工業との連携（「農商工連携」）
を応援します。
予算は100億円を準備しました。
新たな法的枠組みに
より、税や低利融資
等で、新商品開発等
の皆様の取組を応援
します。
空き店舗を活用した
農産物販売のアンテ
ナショップ設置などにより、商店街の活性化を応
援します。
地域の知恵と工夫を活かした農商工連携を応援
するため、中小機構は、地域中小企業応援ファ
ンドに500億円の資金枠を準備いたします。

（2）地域の魅力ある商品等を内外のマーケットに
つなぎます。

各地域の農林水産品や、産地の技術、観光資
源などの地域資源を活かした商品やサービス
が、もっと売れるようにお手伝いします。
マーケティングやブランド戦略などの専門家
によるきめ細かな相談、助成金・税制・低利
融資などにより、各地域の知恵や工夫を応援
し、5年間で1,000件の新事業創出をお手伝い
します（117億円の予算を確保）。
・新しい商品の開発を、試作品開発への補助
や展示会出展などで応援します。
・商品のブランド化をお手伝いします。
・販路開拓をお手伝いし、新しい市場につな
ぎます。

・海外マーケットへの輸出もお手伝いします。

（3）新たな付加価値を生み出す技術の開発をお手
伝いします。

（ｉ）中小企業と大企業をつなぎ、ものづくり技術
の高度化を支援します
めっき、鍛造、金型など製造業の国際競争力
を支える中小企業の技術力強化を応援します。
大企業の商品開発と中小企業の技術をつなぎま
す。自動車、情報家電など川下大企業の3～5
年後の商品開発ニーズを踏まえた技術開発の方
向性を示すとともに、大企業等と共同で行う研
究開発を資金提供等によりお手伝いします。

（ｉｉ）中小企業と「公設試」の技術や知恵をつなぎます
地域の中小企業が社外研究所として活用できるお
近くの「公設試」（※）を、是非ご活用下さい。
※都道府県等の「公設試験研究機関」のこと

（4）商業・サービス産業の成長を支援します。

製造業で培われた知恵やノウハウを、商業・
サービス産業につなぎます。
・「トヨタ生産方式」など効率化の取組のサ
ービス産業への導入をお手伝いします。
・全国の先進事例を「ハイ・サービス」とし
て3年間で300紹介します。

品質の見えないサービス産業の満足度や品質
を「見える化」します。
・お客様の満足度を測る指標を開発します。
・質の高いサービスと低いサービスを差別化
する仕組みを整備します。

特に商業については、中心市街地の活性化（※）
やコンパクト・シティの推進、商店街向け支援
策の活用により、引き続き強力に応援します。
※18年8月の改正中心市街地活性化法施行以降、19年
12月までに、計24件の基本計画を認定。

Step4 人材の育成をお手伝いするとともに、外部の「チエ」と
つなぎます

Step5 つながりの強化により、新しい付加価値を生み出す挑戦を
応援します

担保・保証人に頼らずに融資が受けられるよ
うな環境整備を進めます。
※信用保証協会における第三者保証人の徴求率は
2.6％まで減少。

（3）原油価格高騰・建築着工減少に対応しています。

政府系中小企業金融機関（※）では、低利の

融資が受けられます。
（※）中小企業金融公庫、国民生活金融公庫、商工組合中

央金庫

信用保証協会では、別枠かつ割安な保証料で
保証を受けられます。
既にある債務についても、返済条件の緩和を
行っています。
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施策情報

●今般の税制改正において、長年の課題であった事業承継税制の抜本拡充が実現。これにより、事業
承継の最大の支障の一つである中小企業経営者の相続税負担の問題が一掃され、事業の継続・発展
を通じた地域経済の活性化を強力に後押し。

●あわせて、中小企業の生産性向上・成長の底上げを促進する中小企業投資促進税制、少額減価償却
資産特例の延長や中小企業技術基盤強化税制の拡充等が実現。

中小企業の事業承継の円滑化

非上場株式等に係る相続税の軽減措置について、現行の10％減額から80％納税猶予
に大幅に拡充

本年度は、平成21年度改正で創設し、事業継続円滑化法（仮称）の施行の日（平成
20年10月予定）以降の相続に遡って適用

1 中小企業事業承継税制の抜本拡充

2 非上場株式を純資産価額方式により評価する場合に計上される営業権の評価に
ついて、標準企業者報酬額及び総資産価額に乗ずる利率を見直す（当該利率は
2％から5％に引上げ予定）。

自社株に係る10％減額措置（現行制度）

主な要件

〈対象会社要件〉
発行済株式総額20億円未満の会社

〈軽減対象の上限〉
相続した株式のうち、発行済株式総数の2／3又は評価額10億円
までの部分のいずれか低い額

自社株に係る80％納税猶予（改正後）

主な要件

○対象会社は中小企業基本法上の中小企業
※株式総額要件は撤廃

○軽減対象となる株式の限度額は撤廃
※但し、発行済株式総数の2／3以下の限度有り。

軽減割合を80％に大幅拡充
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施策情報

中小企業の生産性向上・成長の底上げ

情報基盤強化税制の取得価額要件を大幅に引き下げ（300万円→70万円）、基本的
に、中小企業のソフトウェア投資の取得価額要件は70万円以上の一本化。

中小企業投資促進税制の延長、情報基盤強化税制の延長・拡充

少額減価償却資産特例（30万円未満の少額資産の即時全額損金算入）の延長

創業5年以内の中小企業者に対する欠損金の繰戻還付措置の延長

交際費の損金算入特例（400万円まで90％損金算入）の延長

試験研究費に対する税額控除上限の引上げ（現行の上限：法人税額の20％）
研究開発を増加させている企業又は研究開発比率が高い企業が最大30％まで税額
控除できる枠組みに拡充（上限の別枠10％）

中小企業技術基盤強化税制（研究開発税制）の抜本拡充

教育訓練費割合が一定水準以上の中小企業について、増減に関わらず教育訓練費の
8－12％を税額控除する「総額方式」に拡充。

人材投資促進税制の拡充

企業再生税制の適用要件である「2以上の金融機関等の債務免除」につき、「金融機
関等」に信用保証協会を追加。

企業再生税制の特例措置を受ける私的整理の要件の緩和

農林水産業者と中小企業者が連携し、商品等の開発、生産等を行うための設備投資
に対する税制措置の創設（7％の税額控除又は30％の特別償却）

農林水産業と商工業との連携等を促進するための所要の税制措置



中央会わかやま No.521 2008.3 9

二
月
八
日
（
金
）、
ル
ミ
エ
ー
ル
華
月
殿
に
て
、

昨
年
一
一
月
に
中
国
山
東
省
済
南
市
で
実
施
さ
れ

た
商
談
会
の
報
告
会
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
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に
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と
考
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す
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野村氏

ガールーディ氏
森 氏
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平成20年10月1日、商工組合中央金庫が株
式会社に転換されます。
中央会では2月12日（火）、ホテルグランヴ

ィア和歌山において商工中金の株式会社化に係
る説明会を開催。約130名が出席される中、安
倍理事、伊藤和歌山支店長が詳細説明を行いま
した。
又、個別相談コーナーも開設され、「商工中
金転換計画に関する事項や組合運営に与える影
響」について商工中金担当者による個別相談を
実施しました。
商工中金が株式会社化後も、中小企業団体と
その構成員に対する金融円滑化を法目的とする
機関に変わりはなく、その機能を維持するため
新商工中金法や関連政令・省令で様々な措置が
講じられています。
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2月14日（木）、ホテルグランヴィア和歌
山に於いて外国人研修生・技能実習生受
入企業支援事業懇談会を開催しました。
専門家には行政書士安藤国際法務事務所
所長 安藤敏行氏をお招きして、8年ぶり
に改訂された「研修生及び技能実習生の
入国・在留管理に関する指針（法務省新
指針）」について重要ポイントを解説して
いただきました。
その後、質疑応答に移り、「法務省新指
針」や「団体監理型の危機管理」等につ
いて活発な意見交換が行われました。
本会では今後も、外国人研修・技能実習
制度のより一層の適正実施と成果向上を
図るため、外国人研修生受入組合及び企
業の皆様に対し、支援事業を実施してい
きます。
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今、組合で力を入れている事若しくは組合ＰＲについて

昨年認定された中心市街地活性化基本計画に基づいて、中央商店街連合会
を中心に、活性化委員会を立ち上げ、行政等と情報交換しながら、イベント
等の企画運営を行っています。また、旧丸正跡にフォルテワジマもオープン
し、組合としても、イベント等活動を実施して参りますので、是非、ぶらく
り丁商店街にお越し下さい！！

竹中さんは、ぶらくり丁商店街で化粧品専門店
「一番館　タケナカ」を経営されていますが、お
店の経営において大切にされている事若しくはお
店のＰＲについてございましたらお願いします。

「一番館　タケナカ」は、ぶらくり丁商店街で、お客様
第一主義をモットーに、接客やカウンセリングを通して、
長い目で見たお客様づくりを目指しています。豊富なブラ
ンドの中からあなたにぴったり合った化粧品が選べ、コン
ピューターを使った肌測定～眉スタイリング、ライトエス
テ～本格エステまで、あなたのきれいを応援する化粧品専
門店です。お気軽にお立ち寄りください！！

ご自身の日常について

体調管理としては、睡眠は
なるべく取る様にしています。趣味は車が好
きなので、ドライブですかね。年に数回、
家族旅行を兼ねてドライブしています。
ストレスに関しては、元々溜まらない
性格なんですが、考え方も溜めない様
に心掛けています。座右の銘ですか？座
右の銘という程ではないんですが、「初心

忘るべからず」は好きな言葉ですね。

今月号は、19年10月より新たに情報連絡員に就任された竹中　隆氏にお話をお伺いしました
ので、その内容をご紹介させていただきます。

竹中副理事長
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2月16日（土）・17日（日）の2日間、大阪府泉南市のりんくうイオンにおいて、「紀
州伝統漆器展」が開催されました。
このイベントは、県外の方々に、和歌山の伝統産業である紀州漆器をＰＲしようと、

組合と海南市が主催で、今回で2回目となります。
会場では、昨年の紀州漆器まつりで披露された青年部制作の「移動式茶室」の展示や、

漆塗りの盆やお椀、小物類の展示即売が行われました。
組合の方に話を聞くと、「昨年初めて開催したのですが、お客様の反響が良かったので、
今年も開催する事になりました。このイベントは、普段、紀州漆器に馴染みの無いお客
様にも知って頂く良い機会なので、今後とも続けていきたいです。」と話されていました。
当日は、蒔絵体験や根来塗りのお椀研ぎ出し体験コーナーも設けられ、ショッピングセ
ンターを舞台に、紀州漆器の魅力を大いにＰＲした2日間となりました。

紀州漆器協同組合 TEL 073-482-0322
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経済産業省では、優れたＩＴ経営を実現し、他の中
小企業がＩＴ経営に取り組む際の参考となるような中
小企業を経済産業大臣が表彰する制度（中小企業ＩＴ
経営力大賞）を今年度新たに創設。
又、この賞の他にＩＴ経営の実践内容が企業内最適
化を図っている等の一定水準以上と認められる企業・
団体を「ＩＴ経営実践認定企業（組織）」として認定。
和歌山県医師協同組合がＩＴの円滑化・効率化を組

織活動の中で高度に利用している組合として栄えある
認定を受けました。
大賞関係22件の他、認定は全国から企業139社、
組合・団体等の組織として12組織が厳正な審査によ
り選ばれたもので和歌山県医師（協）は、これまでの
ＩＴ活用の効果的な実践が高く評価された「認定」取
得となりました。

「ＩＴ経営実践認定組織」として認定される！
～和歌山県医師（協）～

和歌山県医師協同組合
TEL 073-422-2678

「中小企業IT経営力大賞」
ロゴマーク
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背景と目的
平成12年度以降、商工会議所セミナー等で宅配システムを研究するうちに、高齢化社会を

見据えての新サービス提案が必要という理事長の判断が生じたことから、引き続き兵庫県の
補助事業を活用して基本構想を策定し、共同宅配シャトル便実証実験を実施するなど、周到
な準備が重ねられた。当組合は、専門店と多元化スーパーからなる地域密着型小売店舗とし
て、販促事業の基盤であるポイントカード事業やホームページでの情報発信に加え、高齢化
社会への対応も視野に入れつつ商圏内のお客様の買物利便性の向上を目的として買物商品宅
配事業を展開している。

事業・活動の内容
宅配サービスは、原則として半径800メートル迄の範囲を対象としており、買物代金支払

後に宅配依頼されたカード会員に向け、午後3時迄受付分は当日の午後4～6時の時間帯に無
料でお届けしている。一部、近隣の病院や老人ホームからの電話注文等にも対応している。
配達件数実績は、平成15年度以降18年8月末迄の合計で、稼働日数1,101日で16,238件（1
日当たり平均14.7件）となっている。

成果
上記宅配実績に加え、お客様の来店回数増や、街頭で「配達で助かっている」との声がか

かり、商圏外に引っ越された方が宅配で買い続けていただけるケースもある。固定客が宅配
サービスを安定的に利用されている姿が浮かぶが、サービスカウンター等での宅配サービス
自体のPRも控えめで、一つのシステムとして宅配サービスを作り上げた今こそ、「お知らせ
の徹底のためのアピール強化期間設定と、その成果の検討」への取り組みも望まれている。
本事業をさらに発展させ、チラシ・カタログ・ホームページで商品情報を提供し、電話・フ
ァックス・パソコンで注文を受け付け、宅配も行う「ご用聞き兼買い物代行事業構想」の具
体化が期待されている。

全国先進組合事例

南

塚

口

セ

ン

タ

ー

セ

ブ

ン

協

同

組

合

所 在 地 〒661-0012

尼崎市南塚口町7丁目1番14号

電 話 番 号 06-6429-4378

F A X番号 06-6421-4711

設　　　立 昭和53年7月

出 資 金 89,520千円

組 織 形 態 共同店舗組合

地　　　区 尼崎市南塚口町7丁目

主 な 業 種 小売業、飲食業、サービス業

組合従業員 1人

組 合 員 8人

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.centerseven.or.jp/

地
域
密
着
型
小
売
店
が
買
物
済
商
品
を
当
日
無
料
宅
配
サ
ー
ビ
ス

兵庫県

専門店と多元化スーパーからなる小規模地域密着型小売店が、周
到な準備を経て買物の利便性向上を目的として、カード会員を対
象に、買物済商品の当日無料宅配事業を展開

▲センターセブン号▲南塚口センターセブン全景
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背景と目的
ウージ染めとは、常夏沖縄の太陽のもとで育った黒砂糖の原料であるサトウキビ（沖縄の

方言ではウージと称す）の葉を原料とした「織り」「染め」のことで商工会の「村おこし事
業」で開発された。
糸を染め織機にかけて作品化するものと、布地を染めて作品化する二つの方法があり、そ

れを総称してウージ染めと称している。ウージ染めは、これまで落ち着いた色合いである若
草・黄・茶・モスが基本色であったが、サトウキビの穂を活用したピンク色を開発したこと
により、より多種類の色が得られることから、その用途も衣類、ネクタイ、名刺入れ、のれ
ん、タペストリー、バッグ等の身の回り品から装飾品等多岐にわたる製品が可能であり、そ
の市場性が期待されている。

事業・活動の内容
沖縄県の地場産業振興助成事業によるサトウキビの穂による染色（ピンク）は、従来の若

草色のウージ染めとは異なる色で、サトウキビの穂が出る11月～3月の期間限定の染色とし
て、沖縄から「春の色、祝いの色」として、結婚式の引出物・記念品等、新たな展開が可能
となった。

成果
県外からの観光客をターゲットとした商品開発をはじめ、県内においてもクールビズが広

く浸透してきたことから、かりゆしウェア等の販売が好調であり、今後は新色を用いた商品
開発が期待できる。さらに、顧客から要望の多かった服
飾雑貨やファッション性の高い若年層向けのワンピース
やカジュアルなTシャツなどの商品開発も検討しており、
今後、県内外に向け更なる販路拡大を目指している。

豊

見

城

市

ウ

ー

ジ

染

め

事

業

協

同

組

合

所 在 地 〒901-0223
豊見城市字翁長291-1

電 話 番 号 098-850-8454

F A X番号 098-850-8551

設　　　立 平成6年8月

出 資 金 190千円

組 織 形 態 産地組合

地　　　区 豊見城市

主 な 業 種 染色・織物業

組合従業員 2人

組 合 員 19人

Ｕ Ｒ Ｌ

http://www2.tontonme.ne.jp/users/ujizome/
「
ピ
ン
ク
色
」
を
開
発
！
新
商
品
に
よ
り
新
た
な
販
路
を
開
拓

沖縄県

「沖縄から発信する春の色、祝いの色」として、サトウキビの穂
を活用したピンク色を開発。結婚式の引出物・記念品等さらなる
販路拡大を目指す

▲若年層の女性向けの新色「ピンク」の
ワンピース

▲シルク素材の明るい配色の製品、通勤用にも利
用できるハンドバッグなどの服飾雑貨
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なお、上記の高年齢者雇用確保措置の実施義務化の
対象年齢は、あくまでも当該期間内における高年齢者
雇用確保措置の制度上の義務化年齢を定めているもの
であり、当該期間中に定年に到達した者の雇用終了年
齢を定めているものではありませんので、ご注意くだ
さい。
このため、例えば、60歳定年の企業における、定年

到達日の属する期間別の継続雇用制度等の雇用終了年
齢（少なくともこの年齢に到達する日までの雇用が必
要）は次のとおりになります。

平成19年4月1日～21年3月31日

＞ 60歳定年到達者：64歳
平成21年4月1日以降

＞ 60歳定年到達者：65歳

お問合せは中央会まで
TEL 073－431－0852

厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/kourei2/index.htmlもご覧ください。

高年齢者雇用確保措置の
実施に当たって

問題を抱えている事業主の方は…

詳しくは都道府県高年齢者雇用開発協会へお問い合わせください

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構ホームページもご覧下さい

http://www.jeed.or.jp/

「高年齢者雇用アドバイザー」から人事・労務
管理制度等に関する専門的・技術的アドバイス
を無料で受けられます！

相談・援助

平成19年3月31日までに、65歳以上までの定年
の引上げ、希望者全員を対象とする継続雇用制
度の導入等を行うなど、一定の要件を満たした
場合、「継続雇用制度奨励金」が支給されます！

継続雇用制度奨励金
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1月分1月分

ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス57.5ポイ
ントであり、同12月調査と比
べて5ポイント悪化した。
同12月調査と比べ、「売上高」

も22.5ポイント悪化、「収益状
況」も15ポイント悪化、「資金
繰り」も10ポイント悪化した。
1月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員40名のうち、
「不変」との回答は15名、「悪
化」との回答は24名で、「好転」
との回答は1名であった。

総　評
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製造業

非製造業
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